東京都台東区事務監査請求書
事務監査請求の要旨

１　請求の要旨（千字以内）

　台東区は、平成１４年度より東京都と一体で、上野広小路からアブアブ前の中央通りの地下に、歩行者専用道路（地下１階）と地下駐車場（地下２、３階　機械式３００台収容）をつくる仮称「上野広小路地下駐車場建設」事業を進めている。平成１４年１０月２５日東京都と台東区は東京地下鉄株式会社に工事委託する協定書を締結し、総事業費は１３５億円、台東区の負担

は約９９億円（工事費用概算額調書）として工事に着手した。ところが、平成１７年９月になって、突然工期の２年延長（平

成２０年度完成）と台東区の負担分約３５億円の増額が発表され、同年第４回定例区議会で議決された。民間の契約では考えられない３５％もの中途増額であり、その結果、地下道、機械設備含め総事業費は約３００億円にのぼり、「１台あたり１億円」

の建設コストとなる。完成後の活用可能性やメンテナンス費用の負担を含めて、地域活性化という事業の目的や必要性と経済

的合理性など大規模公共事業と税金の使われ方についての根本的な疑問が改めて厳しく提起されている。

　三者の協定書によれば、歩行者専用道路と駐車場の一体工事および地下鉄銀座線の防護工事の工事費用は「東京地下鉄株式

会社の基準に基づき、同社が算定する」（第７条２項）とされ、都及び区の工事費算定の責任所在、適正と公正性に疑問があ

る。実際、今回の「増額」問題が発生した際の区理事者の答弁に矛盾、不明瞭の批判が集中し、３月の第１回定例区議会では

助役が「反省とお詫び」の発言をしている。因みに、現在計画されている御徒町駅周辺地区計画における３２０台の立体駐車

場は建設費が５億円程度とされていることと比較しても、あまりに費用対効果を無視した「税金の無駄づかい」との謗りは免

れない。

　行政による適正な支出のチェックのため、以下の事項について監査するとともに、その結果にもとづき本事業に対する明確

な監査意見を付されるよう求める。

１　平成１４年度の協定当時の工事概算の明細とその適正について。

２　平成１７年度の台東区負担３５億円増額の根拠とその適正について。

３　今後の工期延長と工事費用増額の恐れのないことの見通しについて。

４　以上の建設費用等に関する監査のうえ、本事業がもたらす地域活性化の是非及び完成後の運営維持管理の経済的合理性の

是非等からみて、「税金の垂れ流し」につながる本事業の遂行の中止、凍結について監査した上、適切な意見を付されたい。

２ 　監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求める理由（千字以内）

　　（仮称）上野広小路地下歩行者専用道及び地下駐車場建設については、平成１４年１０月２５日台東区､

東京都、東京地下鉄株式会社の三者で締結した協定書であきらかなように、台東区の負担額は９９億円であっ

た。ところが、平成１７年９月の第３回定例区議会で、唐突に工期の２年延長と約３５億円の増額が提案さ

れ、同年第４回定例区議会で議決された。

　　この間の経過をみると、本格工事の着工の遅れや地下水位の上昇による工事の困難さは、協定書の締結時

にはすでに知りえたにもかかわらず、区議会所管委員会では、「工事は順調に推移している」旨の報告が繰

り返えされてきた。

　　また、協定書や概算額調書など必要な資料は、正式には提出されておらず、工事費の３５億円の増額につ

いても、事務費の増額や出庫口の工事費など、協定書や概算額調書、委員会資料として提出された増額の内

訳などの整合性はなく、説明の根拠も曖昧で不透明のままである。

　　助役が本年第１回定例区議会で行った「反省とおわび」のように、その都度その都度必要な資料と適切な

報告がされていれば、工事の見直しも、３５億円という莫大な税金の投入も避けられたと思われ、「反省と

おわび」では済まされない重大な問題である。

　　いま、台東区は、効率よい行財政運営をと「財政経営推進プラン」を実施しているが、この問題をこのま

ま放置するなら、効率的な区政運営からも大きな汚点を残すことになり、今後の区政運営に重大な影響を及

ぼすことになる。

　　これらを考えたとき、区長が任命した監査委員による監査では、到底解明できない内容も多く含まれてお

り、監査機能にたいする区民の信頼を回復するうえから、公平、公正な専門的知識を有する第３者による個

別外部監査を実施することが適当と考え、監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査を求める

ものである。

（※）住所、職業、氏名は略
３　請求代表者
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　

職　　業　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　印　　　　　職　　業　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　印　

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　

職　　業　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　印　　　　　職　　業　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　印

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　

職　　業　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　印　　　　　職　　業　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　印

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　

職　　業　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　印　　　　　職　　業　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　印

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　　

職　　業　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　印　　　　　職　　業　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　印

　上記のとおり地方自治法第７５条第１項の規定により事務の監査を請求します。併せて、同法第２５２条

の３９第１項の規定により、当該事務監査請求に係る監査について、監査委員の監査に代えて個別外部監査

契約に基づく監査によることを求めます。

　　平成１８年１０月２日　　　　　　

　　　　台東区監査委員　　様
